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要支援高齢者のフレイルと近隣住民ボランティアの

ソーシャル・キャピタルの関連
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目的 本研究では，要支援高齢者のフレイルと近隣住民ボランティアのソーシャル・キャピタル

（SC）の関連性を検討する。

方法 対象要支援高齢者は，大阪府 A 市にて介護保険制度による要支援認定を受け，介護保険

サービスを利用する65歳以上の高齢者756人であった。調査期間は2016年 8～10月である。フ

レイルは，保健福祉職による訪問面接調査にて把握し，phenotype 型の指標（Fried frailty

criteria），ならびに包括的指標（介護予防チェックリスト）により判定した。住民ボランティ

アの SC は，A 市の民生委員・福祉委員全418人への自記式質問紙調査により把握した。SC の

内容は◯高齢者見守り効力感，◯地域コミットメント，◯世代性関心，◯近隣づきあいであ

る。分析は，要支援高齢者の居住地から半径1,000 m 以内に住む住民ボランティアの SC 得点

の平均値を算出し，目的変数にフレイル判定を含め，説明変数に SC，要支援高齢者の属性，

住民ボランティアの数と属性を含めたロジスティック回帰分析を用いた。また，目的変数にフ

レイル指標の各下位項目の回答を含めた補助解析を行った。

結果 対象要支援高齢者のうち，訪問面接調査を完了した587人（平均年齢81.7±6.8歳女性

74.5）は，phenotype 型フレイルの者が48.5，包括的フレイルの者が83.0であった。ロ

ジスティック回帰分析にて各フレイル判定のオッズ比（OR）を比較した結果，近隣住民ボラ

ンティアの近隣づきあいの程度が高い要支援高齢者は，低い者に比べ包括的フレイルではな

かった（OR0.4095信頼区間［0.190.85］）。一方，phenotype 型フレイルと近隣住民ボ

ランティアの SC との間に有意な関連性は認められなかった。なお，補助解析では，近隣住民

ボランティアの世代性関心が高い要支援者は，低い者に比べ，体重減少（OR1.9695信

頼区間［1.033.71］），および閉じこもり（OR2.3595信頼区間［1.393.96］）の OR が

高かった。

結論 要支援高齢者のフレイルと近隣住民ボランティアの SC に関連性が認められた。本結果よ

り，近隣住民ボランティアの近隣づきあいがフレイル予防に役立つ可能性がある。

Key words高齢者，フレイル，ソーシャル・キャピタル，住民ボランティア，近隣づきあい，地

理情報システム（GIS）
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 緒 言

我が国の介護保険制度における要支援認定高齢者

（以下，要支援者）は，通常，入浴や排泄等の基本

的日常生活動作は自立している一方，買い物や外出

など一部の生活動作に障害を抱えている者が多

く1)，容易に要介護状態に陥りやすい虚弱な高齢者

である2)。

このような虚弱高齢者への要介護化予防を目指し

た支援を検討する上で，フレイル予防の視点は重要

である。フレイルとは，生理的予備能力の低下によ

り，脆弱性が増加し，要介護状態等の有害な転帰に

陥りやすい高齢者の状態像と考えられている3)。一

方，フレイルは適切な介入があれば予防・改善でき

る可能性が指摘されており4)，高齢者の自立に関わ

る重要な指標といえる。現在フレイルの概念には大
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きく分けて 2 つの見解がある。1 つは，フレイルに

Shrinking, Weakness, Exhaustion, Slowness, Low ac-

tivity の 5 つの身体兆候を含めた phenotype model5)

であり，もう 1 つは，フレイルに身体，精神心理，

社会的要素を包括的に含めた概念6,7)である。この

ように，フレイルの概念は一律ではないが，フレイ

ルに起因する高齢者の機能障害3)には，身体・精神

心理・社会的問題が密に関連することを踏まえる

と8)，フレイルには phenotype 型に加え，包括的な

指標を含め，その関連因子を検討する必要がある。

近年，高齢者の健康に関わる一地域資源として，

ソーシャル・キャピタル（以下，SC）が注目され

ている。SC とは，人々の協調行動を促す信頼，規

範，ネットワークなどの諸要素の集合体を意味

し9)，人々のつながりや助け合いが生み出す住民の

力とも呼ばれる10)。これまで，SC と高齢者の健康

については，SC と主観的健康感11,12)，ウェルビー

イング13)，要介護化14)，外出に関わる機能障害15)，

身体活動16)，抑うつ11)，孤独感17)，自殺念慮18)，な

どとの良好な関連が報告されている。

また，ボランティア活動に積極的に関わる住民

は，地域の問題解決能力を高め，SC の醸成に寄与

していると考えられる19)。現在，本国の地域保健対

策の基本的指針では，住民組織活動における SC の

醸成・活用や，その核となる人材の育成が推進され

ているほか20)，2018年度より本格的に実施されてい

る介護予防・日常生活支援総合事業21)では，公的

サービスに加え，住民ボランティア等による地域の

支え合いの体制づくりが重視されている。

一方，これまでの SC 研究の多くは，高齢者自身

から得た主観的な SC を個人レベル11,12,16,17)，もし

くはそれを地域単位で集計した地域レベルの変数と

し13,14,18)，健康指標との関連を検討している。その

ような中，Beard ら15)は，米国の一都市の一般住民

と高齢者への調査により，住民の SC が高齢者の外

出に関わる機能障害の予防に関連することを報告し

ているが，SC の調査対象を一般住民とし，高齢者

のアウトカムを外出のための機能障害に限定してい

ることから，これまで，近隣住民ボランティアの

SC と要支援者のフレイルとの関連性は十分検討さ

れていない。

さらに，先行研究では地域単位の SC の集計に行

政区域の境界を用いたものが多いが13～15,18)，住民

同士は実際には行政区域を越えて関わり合っている

可能性がある。そこで，本研究では，個人の健康行

動や健康状態に影響を与える身近な範囲（概ね徒歩

で移動できる範囲）を近隣レベルと操作化する方

法22)を選択した。具体的には，一般高齢者の行動範

囲が概ね700～1,600 m であるとする先行研究23)を

参考に，地理情報システムを用い，要支援者の居住

地から半径1,000 m 以内を「近隣」と操作化した。

以上より，本研究では，要支援者のフレイルと近

隣住民ボランティアの SC の関連性を検討した。本

研究は，要支援者のフレイル予防の観点から住民ボ

ランティアの SC を醸成・活用する意義を明らかに

し，効果的な住民レベルの支援体制づくりの具体的

方策を検討する上で有意義と考える。

なお，本研究の SC は，先行研究24)に基づき，認

知的 SC（信頼や規範などの認識）と構造的 SC

（ネットワークの密度）の 2 側面から把握した。現

在，SC 指標に `̀ Golden Standard'' はなく25)，多様

なレベルの健康への影響を理解する上では，SC 指

標が対象ケースによって異なる場合があることが指

摘されている26)。本研究では，住民ボランティアの

SC として，認知的 SC に，高齢者見守り効力感，

地域コミットメント，世代性関心，を含め，構造的

SC に，近隣づきあいを含めた。

 研 究 方 法

. 研究デザイン，対象者，調査方法

研究デザインは横断研究である。調査対象者は，

大阪府 A 市在住の要支援者および住民ボランティ

アを含めた。A 市は，面積13.56 km2 であり，9 地

区（小学校区単位）で構成される。調査時（2016年

8 月）の人口は76,003人，高齢化率は23.5であっ

た。

1) 要支援者

対象要支援者は，2016年 5 月末時点において65歳

以上の要支援認定を受けている在宅高齢者で，介護

保険サービスを利用する者全756人であった。調査

方法は，保健師，看護師，社会福祉士，ケアマネ

ジャによる家庭訪問面接調査であった。調査期間は，

2016年 8 月～ 10月であった。調査対象者 756人

（100）のうち，訪問を拒否した者92人，調査時点

に要支援認定以外に転じた者45人，転出者 8 人，入

所した者 8 人，入院した者14人，死亡した者 1 人，

を除外した訪問完了者計589人から，近隣住民ボラ

ンティア数が15人以下であった 2 人を除外した，計

587人（77.6）を分析対象者とした。

2) 住民ボランティア

本研究の住民ボランティアは，民生委員および福

祉委員を含めた。民生委員は，地域住民の相談や必

要な援助を行い，社会福祉の増進に努めることを任

務として，厚生労働大臣によって市町村の区域に配

置されている住民であり，福祉委員は，社会福祉協

議会により地域福祉活動への協力を委託された地域
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住民であるため，要支援者に身近な住民ボランティ

アと考えた。対象住民ボランティアは，2016年 8 月

に民生委員か福祉委員の役割を担う住民全418人で

あった。調査方法は，郵送自記式質問紙調査であ

り，調査時期は2016年 8 月～9 月であった。本研究

では，有効回答者315人（回答率75.4）の結果を

用いた。

. 調査項目

1) 要支援者への調査

 基本属性

基本属性として，年齢，性，世帯構成，婚姻状

況，教育歴，町丁字レベルの住所，居住年数，2 つ

以上の疾患の有無，疾患，介護保険サービスの利用

状況を把握した。

 フレイル

Phenotype 型フレイルは，Fried Frailty Criteria5)

に則り，5 つの身体兆候（Shrinking, Weakness, Ex-

haustion, Slowness, Low activity）を把握した。

Shrinking は，「この 6 か月間に 3 キロ以上の体重減

少がありましたか｣27)という項目を用い「はい」（1

点）「いいえ」（0 点）で回答を求めた。Weakness

は，握力低下基準28)（男性26.0 kg 未満，女性

18.0 kg 未満）を用いて評価し，該当者を 1 点とし

た。Exhaustion は，「からだに疲労感が強く，日常

生活で困っていますか｣29)という項目を用い，「はい」

（1 点），「いいえ」（0 点）で回答を求めた。Slow-

ness は，「歩行が困難なために，日常生活で困って

いますか｣29)という項目を用い，「はい」（1 点），

「いいえ」（0 点）で回答を求めた。Low activity は，

「ふだん，仕事，買物，散歩，通院などで外出する

頻度はどのくらいですか｣27)という項目を用い，「1

週間に 1 回程度以下」（1 点），「23 日に 1 回以上」

（0 点）で回答を求めた。フレイル判定は，先行研

究5)の評価基準に基づき，合計得点が 3 点以上をフ

レイルと判定した。

包括的フレイルの評価は，我が国で開発された介

護予防チェックリスト27)を用いた。本指標は閉じこ

もり，転倒，低栄養を構成概念とする15項目から成

るフレイル指標であり，得点範囲は 0～15点で高い

ほどフレイルであることを示す。本尺度はカットオ

フ値が 3/4 点で妥当性が高いと考えられており，4

点以上をフレイルと判定した27)。

2) 住民ボランティアの調査

 基本属性

基本属性として，年齢，町丁字レベルの住所，居

住年数，ボランティア活動年数を把握した。

 ソーシャル・キャピタル

虚弱高齢者を支える近隣住民ボランティアの SC

として，認知的 SC に，高齢者見守り効力感，地域

コミットメント，世代性関心，を含め，構造的 SC

に，近隣づきあいを含めた。

◯ 高齢者見守り効力感

高齢者見守り効力感は Tadaka らの地域高齢者見

守り効力感尺度30)にて把握した。本尺度は近隣見守

りや地域ネットワークづくりへの自信を問う 8 項目

から成り，得点範囲は 0～24点で高いほど地域高齢

者の見守り活動への自己効力感が高いことを示す。

高齢者見守り効力感は，高齢者の孤立予防のための

見守り意識であるが，高齢者の社会的孤立は要介護

化に関連する社会的問題であり31)，住民の規範とし

て高齢者を見守る意識は重要と考えた。

◯ 地域コミットメント

地域コミットメントは Kono らの地域コミットメ

ント尺度32)にて把握した。本尺度は帰属感や付き合

いへの意識を問う 8 項目から成り，得点範囲は 0～

24点で高いほど地域コミットメントが高いことを示

す。地域コミットメントは，住民の地域への帰属感

やつながり意識であり33)，SC の一要素とも考えら

れている34)。

◯ 世代性関心

世代性関心（Generativity）は丸島らの世代性関

心尺度35)にて把握した。本尺度は創造性，世話，世

代継承性を問う20項目から成り，得点範囲は20～80

点で高いほど世代性関心が高いことを示す。世代性

関心は，「成人期全体に通じた個体性と関係性への

欲求を基本とした，創造性，世話，世代継承性への

関心｣35)であり，人への信頼に基づいているほ

か36)，地域貢献活動の動機とされる37)ことから，人

の協調行動を促進する SC の一要素と捉えた。

◯ 近隣づきあい

近所づきあいは Mujahid らの近隣尺度38)の日本

語版39)の下位尺度「近隣づきあい」を用いて，把握

した。本尺度は近隣の人とのつきあいの頻度を問う

5 項目から成り，得点範囲は 5～20点で高いほど近

隣づきあいが密接であることを示す。近隣づきあい

は，人々の協調行動を促すネットワークとして含め

た。

. 分析方法

分析は，まず，要支援高齢者と住民ボランティア

の居住地の距離を地理情報システム（ArcGIS

ver.10.5）にて，町丁字レベルの緯度経度情報から

測定した。その上で，各要支援者の1,000 m 以内に

住む住民ボランティアを当該要支援者に紐づけ，要

支援者一人当たりの近隣住民ボランティアの属性お

よび SC スコアの平均値を算出した。次いで，各

SC 指標間の関連性を把握するため，Pearson の相
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表 対象要支援高齢者の基本属性，フレイル，お

よび介護保険サービス利用状況（N＝587)

n () 範囲

年齢，平均値（SD），範囲 81.7(6.8) 6598

性別 女性 437(74.5)

世帯構成 1 人暮らし 305(52.1)

夫婦世帯 134(22.9)

2 世帯以上 147(25.1)

婚姻状況 配偶者と同居 182(31.0)

死別 338(57.7)

離婚/未婚 66(11.3)

教育歴 9 年未満 324(55.7)

10年以上 258(44.3)

居住年数，平均値（SD），範囲 51.3(24.4) 195

2 つ以上の疾患の有無 あり 460(79.7)

慢性疾患（複数回答) がん 36(6.1)

脳卒中 86(14.7)

心臓病 129(22.0)

高血圧 271(46.1)

糖尿病 107(18.2)

高脂血症 45(7.6)

筋骨格系疾患 295(50.3)

フレイル Phenotype 型
フレイル

275(48.5)

包括的フレイル 463(83.0)

介護保険サービス
利用状況（複数回答)

訪問介護 347(59.1)

通所介護 338(57.6)

福祉用具貸与 182(31.0)

その他のサービス 31(5.3)

SD，標準偏差。

表 要支援高齢者一人当たりの近隣住民ボラン

ティアの数，属性，ソーシャル・キャピタル

指標のスコア（N＝587)

平均値(SD) 範 囲

近隣住民ボランティアの数 86.1(27.8) 21138

近隣住民ボランティアの属性

年齢 67.8(1.0) 65.177.3

居住年数 47.9(1.5) 44.961.3

ボランティア活動年数 7.6(1.6) 3.113.4

要支援高齢者の居住地まで
の距離，m

620.7(49.3) 510.8752.3

近隣住民ボランティアのソーシャル・キャピタル指標スコア

高齢者見守り効力感 10.5(0.4) 9.311.3

地域コミットメント 15.6(0.3) 14.616.3

世代性関心 49.1(0.5) 47.550.4

近隣づきあい 11.6(0.3) 10.912.6

近隣住民ボランティア要支援高齢者の居住地から

1,000 m 以内に住む住民ボランティアを指す。
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関係数を算出した。最後に要支援者のフレイルと近

隣住民ボランティアの SC との関連性の検討のた

め，ロジスティック回帰分析によるオッズ比（OR）

および95信頼区間（CI）を用いた。本研究では，

まず補助解析として，フレイル指標の各下位項目

（phenotype 型フレイル5 項目，包括的フレイル

15項目）と SC の関連性を検討後，各フレイル判定

と SC の関連性を検討した。この際，モデル 1 に

は，目的変数に各フレイル指標の下位項目の回答，

および各フレイル指標による判定を含め，説明変数

に SC，調整変数として要支援者の個人属性（性

別，年齢，居住年数，世帯構成，教育歴）を含め

た。次いで，モデル 2 には，モデル 1 に加え，調整

変数として，要支援者一人当たりの近隣住民ボラン

ティアの数および属性（年齢，居住年数，ボラン

ティア活動年数，要支援者の居住地からの距離，の

平均値）を投入した。なお，本研究では，近隣住民

ボランティアの SC の豊かさの有無が要支援高齢者

のフレイルにいかに関連するかを検討するため，

SC スコアは，中央値をカットオフに，高群/低群

（リファレンスカテゴリは低群）とした。また，多

重共線性を回避するため，説明変数の分散拡大係数

が2.0未満であることを確認した。統計解析は SAS

ver.9.4を使用し，有意水準は 5未満とした。

. 倫理的配慮

対象者に対し，文書にて研究の説明および同意を

得た。本研究は，大阪市立大学大学院看護学研究科

の倫理審査委員会で承認された（承認年月日2016

年 6 月13日）。

 研 究 結 果

. 要支援者の基本属性とフレイル

分析対象要支援者587人の年齢は平均81.7±6.8

歳，女性が437人（74.5）であり，居住年数は平

均51.3±24.4年であった。また，phenotype 型フレ

イルの者が275人（48.5），包括的フレイルの者が

463人（83.0）であった（表 1）。

. 住民ボランティアの基本属性

分析対象住民ボランティア315人の年齢は平均

67.8±7.6歳，居住年数は平均47.4±18.7年，ボラン

ティア活動年数は平均7.3±7.0年であった。

. 要支援者一人当たりの近隣住民ボランティア

の SC とその相関

分析対象要支援者一人当たりの近隣住民ボラン

ティアの人数は平均86.1±27.8人であり，SC スコ

アの平均値は高齢者見守り効力感が10.5±0.4点，

地域コミットメントが15.6±0.3点，世代性関心が

49.1±0.5点，近隣づきあいが11.6±0.3点であった
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表 要支援高齢者のフレイル指標の下位項目と近隣住民ボランティアのソーシャル・キャピタルとの関連性

（N＝587)

フレイル尺度の項目（目的変数)

近隣ボランティアのソーシャル・キャピタル1)

（説明変数，参照カテゴリ低群＝1.0)

高齢者見守り
効力感

地域コミット
メント 世代性関心 近隣づきあい

OR (95CI) OR (95CI) OR (95CI) OR (95CI)

Phenotype 型フレイル

Shrinking 過去 6 か月間に 3 キロ以上
の体重減少がある

0.66(0.361.22) 0.64(0.341.21) 1.96(1.033.71) 0.85(0.421.73)

Weakness 握力低下あり（男性26.0 kg
未満，女性18.0 hg 未満)

0.77(0.421.40) 1.21(0.632.30) 1.42(0.772.62) 0.92(0.451.87)

Exhaustion からだの疲労感により日常
生活で困っている

0.72(0.451.14) 0.79(0.481.28) 1.27(0.792.03) 0.89(0.521.53)

Slowness 歩行困難により日常生活で
困っている

1.31(0.792.17) 1.01(0.601.65) 1.08(0.651.78) 0.78(0.441.39)

Low activity 外出頻度が 1 週間に 1 回程
度以下

1.06(0.641.75) 1.06(0.631.78) 1.06(0.641.75) 0.76(0.421.35)

包括的フレイル

閉じこもり 一日中家の外にでず，過ご
すことが多い

0.86(0.521.43) 0.75(0.441.29) 2.35(1.393.96) 0.97(0.541.74)

外出頻度が 1 週間に 1 回程
度以下

1.06(0.641.75) 1.06(0.631.78) 1.06(0.641.75) 0.76(0.421.35)

趣味，楽しみ，好きでやっ
ていることがない

0.84(0.531.34) 1.58(0.972.57) 1.02(0.641.63) 0.91(0.531.56)

親しく話ができる近所の人
がいない

1.09(0.671.76) 1.10(0.661.82) 0.86(0.531.40) 0.89(0.511.56)

親しく行き来する友達，家
族，親戚がいない

1.07(0.611.90) 1.19(0.662.16) 0.75(0.431.13) 1.28(0.662.47)

転倒 過去 1 年間の転倒がある 0.95(0.591.28) 1.35(0.822.23) 0.74(0.461.20) 0.88(0.511.53)

1 km 歩行に難儀する 1.04(0.571.89) 1.56(0.832.92) 0.62(0.341.16) 1.03(0.512.09)

目があまり見えない，ほと
んど見えない

1.21(0.682.16) 0.91(0.501.65) 1.04(0.581.88) 1.10(0.562.16)

家の中でつまづいたり滑っ
たりする

1.25(0.782.00) 0.65(0.401.07) 0.68(0.421.09) 0.90(0.521.55)

転ぶことが怖くて外出を控
える

1.08(0.671.72) 0.83(0.511.36) 0.94(0.581.51) 1.25(0.722.15)

低栄養 過去 1 年間に入院したこと
がある

1.17(0.672.04) 0.84(0.471.49) 1.49(0.862.59) 0.67(0.351.27)

最近食欲がない 0.90(0.541.48) 0.79(0.471.34) 1.28(0.772.12) 0.91(0.511.62)

あまり噛めないので食べ物
が限られる

0.99(0.581.69) 1.10(0.631.92) 1.12(0.651.92) 1.21(0.652.26)

過去 6 か月間に 3 キロ以上
の体重減少がある

0.66(0.361.22) 0.64(0.341.21) 1.96(1.033.71) 0.85(0.421.73)

過去 6 か月間にからだの筋
肉や脂肪が落ちてきた

1.47(0.922.35) 0.81(0.491.32) 1.30(0.812.09) 0.77(0.451.32)

ロジスティック回帰分析要支援高齢者の属性（性別，年齢，居住年数，世帯構成，教育歴），要支援高齢者一人当

たりの近隣住民ボランティアの数および属性（年齢，居住年数，ボランティア活動年数，要支援高齢者の居住地から

の距離）で調整した。
1) ソーシャル・キャピタルは各スコアの中央値をカットオフとして，低群/高群に分類した。（P＜.05, P＜.01）
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（表 2）。各 SC スコアの相関を検討した結果，高齢

者見守り効力感と地域コミットメント（r＝.83, P
＜ .001），高齢者見守り効力感と世代性関心（ r
＝.17, P＜.001），高齢者見守り効力感と近隣づきあ

い（r＝.17, P＜.001），世代性関心と近隣づきあい

（r＝.43, P＜.001），にそれぞれ有意な正の相関関係

を認めた。

. 要支援者のフレイル指標の下位項目と近隣住

民ボランティアの SC の関連性

ロジスティック回帰分析を用いた検討の結果，近

隣住民ボランティアの世代性関心が高い要支援者

は，低い者に比べ，phenotype 型フレイルと包括的
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表 要支援高齢者のフレイルと近隣住民ボランティアのソーシャル・キャピタルとの関連性（N＝587)

説 明 変 数

Phenotype 型フレイル 包括的フレイル

モデル 1 モデル 2 モデル 1 モデル 2

OR (95CI) OR (95CI) OR (95CI) OR (95CI)

要支援者の個人要素

性別 女性 1.00 1.00 1.00 1.00

男性 1.02(0.681.53) 1.01(0.671.52) 1.75(0.943.25) 1.71(0.923.20)

年齢 1.03(1.001.06) 1.03(1.001.06) 0.99(0.961.03) 0.99(0.961.03)

居住年数 1.00(0.991.01) 1.01(0.991.01) 1.00(0.991.01) 1.00(0.991.01)

世帯構成 独居 1.00 1.00 1.00 1.00

夫婦世帯 1.06(0.681.66) 1.13(0.721.77) 1.45(0.762.79) 1.53(0.792.97)

2 世帯以上 0.91(0.601.39) 0.93(0.611.42) 0.86(0.511.47) 0.87(0.511.51)

教育歴 10年未満 1.00 1.00 1.00 1.00

10年以上 1.14(0.681.90) 1.15(0.691.93) 1.24(0.632.43) 1.11(0.562.22)

近隣住民ボランティアの要素

人数 1.00(0.991.01) 0.99(0.970.99)

平均年齢 1.09(0.871.37) 0.68(0.480.94)

平均ボランティア活動年数 0.95(0.821.09) 0.92(0.761.13)

平均居住年数 0.85(0.731.00) 0.92(0.731.16)

平均距離 1.00(0.991.00) 1.00(0.991.00)

ソーシャル・キャピタル

高齢者見守り効力感 低群 1.00 1.00 1.00 1.00

高群 0.85(0.561.29) 0.98(0.611.57) 0.87(0.491.53) 1.33(0.692.55)

地域コミットメント 低群 1.00 1.00 1.00 1.00

高群 0.75(0.471.18) 0.75(0.461.23) 0.59(0.321.07) 0.69(0.351.35)

世代性関心 低群 1.00 1.00 1.00 1.00

高群 1.24(0.841.85) 1.17(0.731.89) 1.61(0.952.72) 1.18(0.612.32)

近隣づきあい 低群 1.00 1.00 1.00 1.00

高群 0.83(0.581.20) 0.88(0.511.52) 0.48(0.280.81)0.40(0.190.85)

ロジスティック回帰分析ソーシャル・キャピタルは各スコアの中央値をカットオフとして，低群/高群に分類した。

ORオッズ比，95CI95信頼区間 P＜.05, P＜.01
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フレイルに含まれる体重減少の項目「過去 6 か月間

に 3 キロ以上の体重減少がある」（OR1.9695

CI［1.033.71］，P＝.039），および，包括的フレイ

ルに含まれる閉じこもりの項目「一日中家の外に出

ず，過ごすことが多い」（OR2.3595CI［1.39

3.96］，P＝.002）の OR が有意に高かった（モデル

2 の結果を示す表 3）。

. 要支援者のフレイルと近隣住民ボランティア

の SC の関連性

ロジスティック回帰分析を用いた検討の結果，

phenotype 型フレイルは，モデル 1（要支援者の属

性にて調整したモデル）およびモデル 2（モデル 1

に近隣住民ボランティアの属性等を加えたモデル）

ともに，SC との有意な関連性は認められなかっ

た。一方，包括的フレイルは，モデル 1 では，近隣

住民ボランティアの近隣づきあいの程度が高い要支

援者は，低い者に比べ，包括的フレイルの OR が

有意に低かった（OR0.4895CI［0.280.81］，

P＝.004）。また，モデル 2 においても，その関連性

は有意であった（OR0.4095CI［0.190.85］，

P＝.018）（表 4）。

 考 察

本研究では，ある一都市における要支援者のフレ

イルと要支援者の近隣に住む住民ボランティアの

SC の関連性を検討した。その結果，要支援者のフ

レイルと近隣住民ボランティアの SC に関連性があ

ることが明らかになり，以下の通り考察した。

第一に，近隣住民ボランティアの近隣づきあいの

程度が高い要支援者は，低い者に比べ，介護予防

チェックリスト27)にて把握した包括的フレイルの

OR が低かった。著者が知る限り，国内外において

同様の知見は見当たらないが，Beard ら15)の研究で

は，SC として住民の Collective e‹cacy（近隣住民
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の絆や支援の程度など）を含め，外出に関わる機能

障害との良好な関連性があることを明らかにしてい

る。介護予防チェックリストは，低栄養，転倒，閉

じこもり，のリスクに着目したスクリーニング指標

だが，外出頻度のほか，転倒恐怖感による外出の控

えの有無や 1 km 歩行の困難さを問う項目など，外

出に関わる項目も多い。そのような指標の特性を踏

まえると，Beard らの研究の知見は本研究結果を一

部支持していると言える。また，Cramm らは40)，

高齢者の主観的な近隣の安全，社会的結束，帰属意

識の良さが包括的フレイル29)に予防的に関わってい

ることを明らかにしている。以上から考え得る本結

果の解釈として，要支援者の近隣の住民ボランティ

アの近隣づきあいの良さが，要支援者の外出を促進

したり，近隣の安全，社会的結束，帰属意識を向上

させ，結果的に包括的フレイルを予防している可能

性が考えられる。

第二に，要支援者の phenotype 型フレイルは，近

隣住民ボランティアの SC と関連性が認められな

かった。しかし，先行研究では，高齢者のソーシャ

ルサポート41,42)，社会参加41,43)，ソーシャルネット

ワーク44)といった SC の概念の一部に含まれる社会

的要素と phenotype 型フレイルとの良好な関連性が

多数報告されており，本研究結果はこれらの結果と

一致はしていない。その理由として，包括的フレイ

ル指標が社会的要素を含む指標であるのに対し，

phenotype 型のフレイル指標が身体的な兆候のみを

含む指標であり，近隣住民ボランティアの SC は要

支援者の身体的兆候との関連を横断的研究で示すに

は十分ではなかった可能性がある。しかし，近隣住

民ボランティアの SC が要支援者の社会的要素に良

好な影響を与え，phenotype 型フレイルの発生や進

行の予防に波及する可能性はあるため，今後は，要

支援者の phenotype 型フレイルの発生の機序に与え

る近隣住民ボランティアの SC の影響について縦断

的に明らかにする必要がある。

第三に，要支援者のフレイル指標の下位項目と近

隣住民ボランティアの SC との関連性を検討した結

果，近隣住民ボランティアの世代性関心が高い要支

援者は低い者に比べ，体重減少と閉じこもりに関す

る項目の OR が高かった。世代性関心を動機づけ

る源には「他者から必要とされることへの欲求」が

あり，それが地域活動を促進させると考えられてい

る45)。このような特性を踏まえると，要支援者の閉

じこもりややせといった支援を要する状態を近隣ボ

ランティアが認識することで，世話や世代継承性へ

の関心が高まっている可能性が考えられる。

最後に，本研究では，認知的 SC（世代性関心）

は単一的な虚弱性の高さに関連し，構造的 SC（近

隣づきあい）は包括的フレイルの低さに関連してい

た点は興味深い。さらに，構造的 SC と認知的 SC

は互いに関連し合うことが指摘されており9,46)，本

研究でも世代性関心と近隣づきあいには有意な正の

相関が認められた。これらの結果を総合的に捉える

と，近隣住民ボランティアは要支援者の虚弱な一面

を認識し，世代性関心を高め，それによって近隣づ

きあいが促進され，結果的に包括的フレイルを抑制

するというメカニズムがあるのかもしれない。今後

はこのような SC 指標の違いを考慮したフレイルに

対する影響や介在効果についてさらに検討する必要

がある。

本研究の限界として，本研究の要支援者が近隣住

民ボランティアとどの程度関わっていたかは不明で

ある点があげられる。本結果の SC とフレイルとの

関連についてのメカニズムを特定するには，要支援

者と近隣住民ボランティアの関わりについても把握

する必要がある。また，本研究の対象者は，pheno-

type 型と包括的フレイルの該当者がそれぞれ48.5，

83.0と，発生頻度に差があったことから，用いる

指標により結果が変動する可能性がある。今後は，

他のフレイル指標による検証，およびフレイルの考

え方や測定方法についての研究の蓄積が必要であ

る。さらに，本研究は一都市の対象者の結果である

ため，一般化可能性には限界がある。

このような限界はあるが，本研究は，距離データ

に基づく近隣住民ボランティアの SC に着目し，要

支援者のフレイルとの関連性を明らかにした初めて

の研究であり，新規性がある。また，本研究の対象

者には，一都市の介護保険サービスを利用する全要

支援者，および全住民ボランティア（民生・福祉委

員）を含め，ともに75を超える高い回答率であっ

たため，一定の代表性を維持したデータであったと

考える。最後に，本結果は，本国の介護予防・日常

生活事業で推進される，要支援者等のための住民レ

ベルの支援体制づくりの意義を示す一知見として有

用と考える。

本研究の実施にあたり，調査に参加してくださった高

齢者，住民ボランティアの皆様に，心より御礼申し上げ

ます。また，家庭訪問にご協力くださった保健福祉職の

皆様に深謝いたします。

本研究は，日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研

究 B），課題番号15H05106によって実施された。なお，

本研究において開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2019. 4.18

採用 2019.10.15)
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Association between frailty in community-dwelling older adults certiˆed as requiring

support in the long-term care insurance system and social capital among local

neighborhood volunteers

Noriko YOSHIYUKIand Ayumi KONO

Key wordsolder adults, frailty, social capital, local volunteer, neighborhood network, geographic informa-

tion systems

Objective This study examined the association between frailty in community-dwelling older adults who are

certiˆed as requiring support in the long-term care insurance system and social capital among local

neighborhood volunteers.

Methods Our cross-sectional study included 587 participants (mean age＝81.7±6.8 years; 74.5 women)

out of 756 older adults aged 65 years and over living in city A, Japan, who are certiˆed as requiring

support and had opted to use long-term care services. Participants completed an in-home structured

assessment conducted by local health and welfare professionals from August to October 2016. Frailty

was screened using phenotype modeling (Fried Frailty Index) and comprehensive modeling

(Kaigo-Yobo Checklist). To assess social capital among local volunteers, we used data from a ques-

tionnaire survey of 418 local volunteers in the city. Neighborhood social capital (e.g., community

self-e‹cacy, community commitment, generativity, and neighborhood network) was assessed by

averaging the social capital scores of local volunteers living within a one-kilometer radius of the older

adults' homes. Odds ratios (ORs) and 95 conˆdence interval (CI) of each frailty indicator were

estimated by social capital indicators using logistic regression analysis. Additionally, we estimated

the ORs and 95 CI of each of the items included in the frailty indicators as a sub-analysis.

Results The prevalence of frailty among participants screened by phenotype and comprehensive modeling

was 48.5 and 83.0, respectively. Logistic regression models adjusted for the demographics of ol-

der adults and local volunteers showed that higher neighborhood network connectivity among local

volunteers was associated with a lower likelihood of comprehensive frailty (OR: 0.40; 95CI:

[0.190.85]). No social capital measures were associated with phenotype frailty. The sub-analysis

showed that higher generativity among local volunteers was associated with a higher likelihood of

weight loss (OR: 1.96; 95CI: [1.033.71]) and being house bound (OR: 2.35; 95CI: ［1.39

3.96]).

Conclusion Frailty in community-dwelling older adults who are certiˆed as requiring support was associat-

ed with social capital among local volunteers. Thus, neighborhood network connectivity among local

volunteers may play an important role in frailty prevention among older adults.

Graduate School of Nursing, Osaka City University


